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ロジック半導体、なかでも ASIC（Application Specific Integrated Circuit）と略称される特
定の顧客や特定の用途向けの半導体市場であった。当時、シリコンバレーに存在ないし新規設
立された通信機器、ソフトウエア、ネットワーク関連企業をはじめコンピュータや家電、自動
車会社などは、LSI や超 LSI の登場とともに自らの製品を差別化・高度化させうる専用チップ
                                                          
68 前工程の外部化に注目したすぐれた研究のひとつである Leachman and Leachman（2004）は垂直非統









企業であり、その対極には 75％以上を自製する垂直統合型デバイスメーカー（Integrated Device 
Manufacturer）がある。そして、両者の中間に IDM でありながら、75％以下を外注するファブライト企
業がある（http//gsaglobal.org/resources/industry data/glossary.asp：09.10.6 閲覧）。なお Hurtarte, 
Wolsheimer and Tafoya（2007）p.7 では、ファブライト企業と同様、生産の一部をアウトソーシングして
いる IDM をハイブリッドと呼んでいる。 
－ 4 － 
の開発を望んだ。そこで、半導体企業はこれらの顧客と協力し、しばしば最終製品の開発と一
体化しながら、多様な特定用途向け半導体、なかでは汎用性の高い ASSP（Application Specific 
Standard Product：特定用途向け標準品）、さらにはその変種であるプログラム可能な論理素
子（PLD：Programmable Logic Device）やフィールド・プログラマブル・ゲートアレイ（FPGA：
Field Programmable Gate Array）などのセミカスタム（半特注）製品の開発に走った。いず
れも、あらかじめメーカーが設計した基本的な回路の上にユーザーが要望する仕様を加味した
















きがあるので、金額を確定することは容易ではない。概略を示すと、まず第 1 段階として 70
年代から 80 年代にかけての超 LSI 時代の到来とともに設備コストの上昇が広く注目された。
                                                          
70 ASIC は、フルカスタム製品（USIC）とセミカスタム製品 ASSP、FPGA／PLD の 3 つに分類される。
90 年代には汎用性のやや大きな後 2 者が急成長した。FPGA／PLD は当初、携帯電話の基地局や医療機器
など台数が少ない業務用機器が中心だったが、のちにノートパソコンや PDA などのモバイル情報機器、最
近ではデジタルテレビなどデジタル家電向けに急成長している。通常の特定用途品より開発期間と生産コ
ストが低いのが特色である。日本政策投資銀行（2006）13－22 頁、『日本半導体年鑑 2001 年度版』134
頁、長谷川丈一（2005）152～157 頁。2004 年では世界の FPGA／PLD 市場のシェアでは、ザイリンクス
社が 52%と首位の座にあり、ついで、アルテラ社が 32%、そして今ひとつのアメリカのファブレス企業で
あるラティス半導体（Lattice Semiconductor）が 7%と、この 3 社で市場をほぼ支配した。日本政策投資
銀行（2006）18 頁、なお 2008 年 4～6 月期でも、ザイリンクスの世界市場におけるシェアは FGPA で 54％、
PLD で 50％であった（ザイリンクス社の資料による）。 
71 サクセニアン（1995）198 頁。 
72 IC Insights, Research Bulletin,June25,2008. 
－ 5 － 
国連の調査では「基礎的なウエハーハブ」の取得コストは 60 年代末の 200 万ドルから 5,000
万ドルへと急増したとある。また、Macher は 70 年代初頭（線幅 3 ミクロンのプロセス技術）
から 80 年代初頭（同 1 ミクロン）の間に 2,000 万ドルから 1 億ドルへ、Dorfman はメモリー
を対象に 70 年代後半には 5,000 万ドル、85 年（256KRAM）ではその 2 倍に上昇したと推定
している。要約すれば 80 年代前半に設備コストは 1 億ドル程度に達したものと見なされる。
その後第 2 段階として、80 年代には所要投資額（月産 25,000 枚の最先端デジタルプロセス技
術を持つ工場の建設費用）がほぼ 3 倍、あるいはおよそ 4 年に 2 倍の割合で増加し、90 年代
初頭には 3～4 億ドルまで上昇したことが複数の推計からうかがわれる。しかし、生産設備へ
の投資額が高騰するのは微細加工とこれにともなうクリーンルームの厳格化が進む 90 年代半





には、機械設備の 25～30%が更新されねばならなかった）、かつて 2～3 年間はあった 1 世代の
チップの平均製造販売期間は、2000 年代初頭になると 1.5～2 年へと短縮された。この時期、
インテルは最新のウエハー工場の取得に最低でも 25 億ドル、2 年周期で新しいプロセス技術に
対応するとすれば、最新の半導体プロセス技術に基づく製品を出荷するには毎年 12.5 億ドルの
設備投資が必要と予測した。74 
後に詳述する世界第 2 のファウンドリー、台湾の UMC 社は 1983 年から 2007 年までの自社
の設備コストの上昇を公表しているが（第 3-1 図）、これによると、80 年代初頭で直径 4～5
インチのウエハー、線幅 1.2 ミクロン程度のプロセス技術の最新鋭ウエハー加工工場は約 2 億
ドル、同年代後半から 90 年代初頭の時点では 3～4 億ドル（直径 5～6 インチのウエハー、線
幅 0.8～1 ミクロン程度）と先の推計にほぼ等しい。同様に、90 年代半ば以降のコスト上昇も
めざましく、2001 年には 30 億ドル、07 年では直径 12 インチ（300 ミリ）ウエハー、線幅 0.09
ミクロン（90 ナノメートル：1000 分の 1 ミクロン、10 億分の 1 メートル。ナノと略す）の
最新鋭設備では実に 50 億ドルにも達したと推定している。さらに、世界最大のファウンドリー
                                                          
73 UN（1986）p.298. Macher, Mowrey, Hodges（1997）pp.267-8、Dorfman（1987）pp.193-4,210. Macher
らは 80 年代初頭で 1 億ドル、90 年代初頭で 3 億ドルという数字を示している。80 年代に建設費が 3 倍に
なったというのは Angel（1988）p.90.の指摘。Leachman and Leachman（2004）p.220. Dicken（2007）
pp.323-4 も 2007 年で 20～30 億ドルと推定しているが、Dicken は新世代の IC になるたびに、工場の新
設コストは 2 倍になるという。また、Semiconductor International, April 2003, p.76 でも、03 年で回路
の線幅が 90nm の工場建設費は最低で 25 億ドル、平均では 35～42 億ドル（1 ライン、検査と組立を除く）
に達したとされている。 
74 Leachman and Leachman（2004）pp.205-06 
－ 6 － 
である台湾の TSMC が 2007 年に発表したデータによれば、線幅 90 ナノの設備であれば 20






年には関連する 40 社によってファブレス半導体工業会（Fabless Semiconductor Association）
が結成されたが、そのデータによると、業界全体（株式公開会社）の売上高は 94 年の約 36 億
ドルから 2006 年の約 500 億ドルへ年平均 26％の高成長を示した（第 3-1 表）。これに対し、
半導体産業全体の売上高の成長率は 8％、垂直統合型デバイスメーカー（Integrated Device 
Manufacturer; IDM）は 6％にとどまった。同様に、ファブレス業界トップ 10 社の売上高成
長率は 22％と IDM トップ 10 社の 5％を大きくしのいだ。半導体全売上高に占めるファブレス
企業の割合も 94 年の 3.2％から 2000 年には 8.3％、最近では 20％前後にも達した。76 
                                                          
75 UMC, TMSC の推定については Hurtarte, Wolsheimer and Tafoya（2007）pp.21～22 を参照。 
76 http//fsa.org/resources/industry data/facts.asp/（07 年 11 月 11 日）なお 2007 年に FSA はファブレス
企業の業界団体から広く半導体業界全体の利益を代表することを目指して、GSA（Global Semiconductor 
Association）への改組を発表した。また、調査会社 IC Insights もファブレス企業の売上高が 98 年の 73
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－ 7 － 
また、同工業会によれば、世界のファブレス企業数は 1999 年の 500（うち 300 社は北米）





るものも現れるようになった（第 3-2 表および第 3-3 表）。ファブレス企業最大のクアルコム
社は全体の市場が縮小するなかで 08 年にも売上高を増加させ、同年の世界半導体企業売上高
ランキング（IC Insights 調べ。第 3-3 表）では、順位を前年の 13 位から 8 位へと上昇させ、  
                                                                                                                                                       
億ドルから 2006 年には 423 億ドルへと IC 販売の増加をはるかに上回って成長し、後者に占める割合も
2011 年には 25％に達すると予測している。IC Insights, Research Bulletin, January 17, 2007. 
77 Macher, Mowrey, Hodges（1997）p.268.企業数のなかには、ファブレス企業のほか、ファウンドリー、
IDM をはじめ、製造装置、素材メーカー、ベンチャーキャピタル、投資銀行など関連する多くの業種の企
業が含まれている。 
第 3-1 表 世界の半導体売上高とファブレス企業の 
売上高（100 万ドル：％） 






1993 -- 2,400 -- 
1994 102,000  3,601  3.5  
1995 141,794  5,393  3.8  
1996 141,523  6,943  5.0  
1997 146,383  8,804  6.0  
1998 142,516  9,787  7.0  
1999 173,403  12,832  7.0  
2000 222,998  17,834  8.0  
2001 153,452  18,900  12.3  
2002 155,628  20,802  13.4  
2003 177,512  26,000  14.7  
2004 213,000  33,205  15.6  
2005 227,500  40,042  17.6  
2006 247,700  49,489  20.0  
2007 275,500  51,500  18.7  
2008 258,600  51,000  19.7  
＊株式公開企業のみ 
(資料) 1994～2006： http//fsa.org/resources/industry data/facts.asp/ 
(07.11.11) 
1993,2007-8： http//gsaglobal.org/resources/industry data/facts.asp/ 
(09.10.6) 
 
－ 8 － 
第 3-2 表 ファブレス企業売上高ランキング上位 10 社 
     (100 万ドル) 
順位 会社名 売上高 
2006 2008       2006 2008 
1 1 QUALCOMM(QCT Division) 4,331 6,477  
2 2 Broadcom 3,668 4,658  
3 10 SanDisk Corporation 3,258 1,030  
4 3 NVIDIA Coroporation 3,069 3,422  
5 4 Maravell Technology Group Ltd 2,238 2,951  
6 6 LSI Logic 1,982 2,677  
7 7 Xilinx,Inc 1,872 1,906  
8 5 MediaTek Incorporation 1,624 2,755  
9 8 Avago Technologies 1,588 1,665  
10 9 Altera 1,286 1,367  
10 … Conexant Systems 986 … 
（資料） 2006 年は Hurtarte,Wolsheimer and Tafoya (2007) pp.235-236 
 2008 年は GSA の統計 http//gsaglobal.org/resources/industry data/facts.asp/ 
 (09.10.6) 
 
第 3-3 表 世界半導体企業売上高ランキング上位 20 社ランキング 
（IC Insights による） 
(100 万ドル) 
順位 会社名 売上高 
2006 2007 2008   2006 2007 2008 
1 1 1 インテル 32,268 35,021 34,490 
2 2 2 サムスン 19,670 19,951 20,272 
3 3 3 ＴＩ 13,200 13,309 11,966 
5 4 4 東芝 9,782 11,850 11,059 
6 5 5 TSMC 9,748 9,813 10,556 
4 7 6 ST マイクロエレクトロニクス 9,854 8,637 9,052 
8 8 7 ルネサステクノロジー 7,900 8,001 7,017 
17 13 8 クアルコム 4,422 5,619 6,477 
11 9 9 ソニー 5,804 7,203 6,420 
7 6 10 ハイニックス 8,009 9,201 6,182 
16 12 11 インフィネオン 5,120 5,772 5,972 
13 11 12 AMD 5,649 6,013 5,808 
12 14 13 NEC 5,685 5,593 5,732 
14 15 14 マイクロン 5,520 5,520 5,688 
10 10 15 NPX(旧フィリップス） 5,875 6,026 5,318 
9 16 16 フリースケール 6,049 5,447 4,898 
22 23 17 ブロードコム 3,668 3,754 4,509 
19 17 18 富士通 3,500 4,568 4,462 
20 21 19 パナソニック 3,835 3,810 4,321 
25 19 20 NVIDIA 2,980 3,979 3,660 
      上位 20 社合計 169,538 179,087 173,859 
(資料） IC Insights, Research Bulletin, Mar .15, 2007, Mar. 9, 2009 
－ 9 － 
2 位のブロードコムも同様に 23 位から 17 位へ躍進した。現在では、有力ファブレス企業の多
くは従業員 4,000～5,000 人と大企業の仲間入りを果たしつつあり、売上高でも 10 億ドルを超









新興企業であるサイプレス社は 1989 年に 56 種類の新しいチップやチップ・サブシステムを、
また、マキシム社も 83～89 年には毎年 67 種類の新製品を開発した。79 
有力ファブレス企業の概要を俯瞰しておけば、まず、アメリカで最初に成功したのは 1984
年に設立されたシーラス・ロジック社 Cirrus Logic であった。80 ミックスドシグナル・プロセ
シングやアナログ回路で高い技術力を誇り、グラフィックス・コントローラ、ストレージ用 IC
などのパソコンおよび周辺機器用ロジックLSIなどの優れた製品計画と攻撃的な買収戦略を通




などの開発・販売へと転換しようとしているが、売上額はこの 5 年間にも 30％ほど低下し、2006
年には半導体企業の売上ランキング 96 位に低迷、昔日の面影はない。 
続いて、2000 年にブロードコム社 Broadcom が設立後 36 四半期で 10 億ドルを超え、翌年
にはエヌビディア社NVIDIAが設立後32四半期という最短記録でこれに続いた。前者は音声、
ビデオ、データ伝送用の通信機器（有線・無線）に用いる各種半導体を開発販売し、90 年代前
半に売上高を実に 150 倍、2000～2006 年にも 3 倍に、それぞれめざましく増加させた。また
後者は、グラフィックス・プロセッサーを開発（2000 年にはこの分野で最大の売り上げを誇る）、
                                                          
78 八井田收（2005）346～48 頁 
79 サクセニアン（1995）207 頁 
80 スハス・パティル氏が 1981年にカリフォルニア州で設立したパティルシステムを 84年に現社名へと変
更した。89 年にナスダックに株式を上場し、99 年にはデラウエア法人へと改組している。同社については、
HP（http://www.cirrus.com）および SEC に提出した Form 10-K, 2007 報告を参照。 
－ 10 － 
グラフ、ビデオ、ゲーム用のデジタルメディア処理技術に優れ、３D 用グラフィックス革命を
リードしたといわれた。コンピュータ、家電、携帯電話向け IC を開発販売し、93 年 4 月に設
立後めざましい成長をとげ、1998 年から 2006 年の間に売上高を実に 20 倍、純利益を 100 倍
以上に増加させた。81 
2008 年現在、ファブレス企業で売上高第 1 位のクアルコム社 Qualcom（1985 年設立）は、
携帯電話の世界的な通信規格である CDMA 技術を開発し、それに対応した半導体を開発販売
すると同時に、これをベースにした携帯通信システム、携帯端末や位置情報システム（GPS）
を次々と開発、この分野での最大企業となった。売上高は飛躍的に増大し、90 年代の約 10 年
間で 40 倍、2000 年以降 06 年まで 3 倍近い伸びを見せた。また、第 3 位のサンディスク（1988
年設立）はフラッシュメモリーの大手企業であり、とくに小型のメモリーカードで先行した。
製造についてはわが国の東芝と 2000 年 5 月に合弁会社フラッシュ・ヴィジョン Ltd を設立し
て以来、いくつかの合弁事業を展開している。最近では、フラッシュ・パートナーFlash Partners 
Ltd.、フラッシュアライアンス Flash Alliance Ltd を設立し、東芝の四日市工場に最新鋭のウ
エハー加工工場を建設している。 





在は、東芝、台湾の UMC や IBM に生産を委託している。製品需要拡大のため、その利用を
容易にするソフトウエア開発技術者やファブレス企業でありながらプロセス技術エンジニアを
抱えている。今ひとつのアルテラ（1983 年設立）は PLD の開発者として、高い技術力を誇っ
ている。シャープ、TSMC との合弁製造会社ウエハーテックを設立し、最先端の PLD シリー





                                                          
81 企業ごとの情報は、各社のホームページならびにそこに収められた各社の Form 10-K によった。  
82『日本半導体年鑑 2001 年度版』128 頁。このほか、より小規模なシリコンバレーのチップ設計企業は、
台湾の UMC と合弁事業を展開した。たとえばアライアンス・セミコンダクターと S3 社は、設計と製造を
対にしたユナイテッド・セミコンダクター・コンソーシアム（USC）を設立し、全体の 57%を彼らが、残
りを UMC が出資した。USC は提携する設計会社に安定的な製品供給を保証、また、シリコンバレーの 8
社を越える設計会社と UMC はユナイテッドサーキット社を設立した。 
－ 11 － 
えるアメリカや日本の半導体企業に前工程を委託して事業を開始した。パイオニアとされる

























                                                          
83 ウエハーを 100％外注している 24 のファブレス企業に対する調査（1990 年）によると、彼らは金額ベ
ースで 80％を日韓など東アジアのファウンドリーに委託していた。Angel（1994）p.142. 
84 UN（1986）pp154-155、188-189、304-305. 
85 インテル並の高度な MPU を設計していたサイリックス社（Cyrix：1997 年にナショナル・セミコンダ
クターに買収される）は、工程技術開発と製造設備の運営を 1990 年以来、フランス、ドイツの合弁チップ
メーカーSGS-Thomson に委託していたが、94 年には IBM に対しても 8800 万ドルの設備投資を行い生産
能力の確保をはかった。また、最近の一例としては、ザイリンクス社がセイコーエプソンと長期のファウ
ンドリー契約を結び、台湾の UMC が建設した United Silicon（USC）に 1 億 3600 万ドルを支出し、生
産能力の 33％分を確保したことがあげられる。 
－ 12 － 
ターの組立を開始したことがこの国における半導体産業発展の起源となった。70 年代に入ると
台湾政府はアメリカ在住の台湾人企業家や技術者と連携をとりながら、産業育成に本格的に着
手し、73 年には主務官庁となる工業技術研究院（ITRI：Industrial Technology Research 
Institute）を行政委員経済部（日本流には旧通産省）の外庁として設立した。翌 74 年に工業
技術研究院はその一部門として電子工業研究発展センターを新設したが、これは 79 年に電子





からの技術者のスピンオフに支えられ 80 年 5 月に設立された、台湾最初の民間半導体企業で
ある聯華電子（UMC：United Microelectronics Corp.）であった。 
このような発展の上に立って 1980 年代後半にファウンドリー事業が誕生する。その契機と
なったのは、台湾政府が工業技術研究院院長として、TI に長らく勤務し、社長兼 COO をつと






入する苦肉の策であったともいえる。86 こうして、1987 年 2 月に政府（行政院開発基金）が
48.3％、フィリップスが 27.5％（その後持ち株を売却、08 年 8 月にはすべての株式を処分し
た）をそれぞれ出資して台湾積体電路製造（TSMC：Taiwan Semiconductor Manufacturing 






                                                          
86 谷光太郎（2002）207 頁に引用された白井一成富士通常務（当時）のコメント。 
87 台湾の半導体産業をはじめハイテク産業の発展については多くの研究があるが、以下では、佐藤幸人
（2007）とくに第 5 章、呉（2005）などを参照した。 
88 谷光太郎（2002）208 頁に引用された専門家の言による 






敢行、最新技術を相次いで取り入れ、実力をめざましく高めた。2000 年には台湾の 2 つの企
業、Worldwide Semiconductor Mfg.Corp（WSMC）とエイサーグループとの合弁で経営して
いたウエハー加工設備の完全所有権を獲得し、またほぼ同じ頃（98 年）にはアメリカで
WefarTech 社を共同経営、200 ミリのファブを操業した（2000 年に完全所有化）ほか、中国
大陸にも合弁企業を通じてウエハー設備を獲得した。TSMC は飛躍的な生産能力の成長を実現、
1995 年の約 66 万枚（200 ミリウエハー換算）から 2000 年には 340 万枚を超え、さらに直近
の 2008 年には 900 万枚を越えた。第 2 位の UMC の 2 倍の規模を持ち、他に隔絶した能力を
誇る（第 3-4 表）。同様に、売上高･純利益も急激に増加し、2002 年には世界 10 大半導体メー
カー（売上高）にランク入りした最初のファウンドリーとなったが、さらに 08 年には世界 5
位にランクアップされた。最近の世界的な不況期には純利益こそ減少したが売上高は増え、ファ
ウンドリー業界のほぼ半分を占めるなど、一人勝ちの様相すら呈している（第 3-5 表）。89 
TCMS の成功に刺激を受けて、当初は消費者用 IC、80 年代末にはコンピュータ、通信・工
業用 IC の開発製造など、長らく統合メーカーとして苦闘を続けてきた聯華電子（UMC）も 1995
年に設計部門を切り離し、アメリカの大手ファブレス企業と提携して 3 つのファウンドリーを
設立し、ファウンドリー事業へと転換した。その後、積極的な企業買収と先端技術の開発を通
じて、これまためざましい成長をとげ、生産能力は 95 年の 45 万枚から 2000 年には 240 万枚、
08 年には 450 万枚まで増強された。しかし、21 世紀に入ると成長率は鈍化し、TSMC に対し
生産能力では約半分、売上高では約 3 分の 1 と両社の差は広がる一方である。 
                                                          
89 以下、ファウンドリー企業の事業内容については、各社の HP に収録されている Form 20-F を参照した。 
第 3-4 表 4 大ファウンドリーの生産能力（200 ミリウエハー換算） 
 （単位 1,000 枚） 
    2003 2004 2005 2006 2007 2008 
TSMC   4,014 4,787 5,954 7,062 8,289 9,377 
UMC   2,646 3,158 3,855 4,017 4,308 4,507 
チャータード半導体 1,250 1,289 1,501 1,784 1,960 2,443 
SMIC   696 1,440 1,824 2,184 2,220 1,932 
＊SMIC は月平均の数値を 12 倍した近似値。 
（資料） 各社の資料 （HP 参照） 
－ 14 － 
台湾勢とほぼ同じ 1987 年に、シンガポールにもチャータード半導体（Chartered 
Semiconductor Manufacturing Ltd）が設立され、間もなくファウンドリー業界ビッグ 3 の一
角へと成長した。02 年 11 月には IBM と CMOS の製造技術の共同開発と製造で提携、03～04
年にはこの提携に韓国のサムスン電子、ドイツのインフィニオンを加え、製造技術を全面的に
革新した。その成果を背景に、04 年には AMD とパソコンサーバー用 MPU の製造契約を結び、
ブロードコム、IBM からも製造契約を獲得、政府の支援策にも助けられ、業績の改善に成功し
た。それでも 02 年以降は大幅な赤字決算に陥り、不況とコスト競争力の低下に悩まされた。
そこでチャータード社は 09 年 9 月に UAE アブダビの投資会社 AITC の買収提案（39 億ドル
を投じて全株式を購入する）を受け入れた。一方、AITC はチャータードの競争力強化のため、






調査会社 IC Insights によると、世界のピュアプレイ･ファウンドリーの売上高に占める中国企
業のシェアは 2002 年にはわずか 2%に過ぎなかったが、2005 年には 12.4%にも上昇し、最大
の中芯国際電路製造（SMIC：Semiconductor Manufacturing International Corp）はチャー
                                                          
90『日経産業新聞』07 年 8 月 8 日、チャータード社のニュースリリース（09 年 9 月 6 日）による。 
第 3-5 表 主要なファウンドリーの売上高とマーケットシェア 
   2000 2006 2008 
   
タイプ 本社所在地
100 万ドル ％ 100 万ドル ％ 100 万ドル 
1 TSMC ピュアプレイ 台湾 5,325 42.5 9,875 45.9 10,556 
2 UMC ピュアプレイ 台湾 3,183 25.3 3,168 14.7 3,400 
3 SMIC ピュアプレイ 中国 0 0.0 1,439 6.7 1,354 
4 Charterd ピュアプレイ シンガポール 1,134 9.0 1,405 6.5 1,743 
5 IBM IDM アメリカ 392 3.1 698 3.2 na 
6 Samusung IDM 韓国 26 0.2 526 2.4 na 
7 Power Chip IDM 台湾 108 0.9 478 2.2 na 
8 DongbuAnam ピュアプレイ 韓国 354 2.8 419 1.9 490 
9 Vanguard ピュアプレイ 台湾 584 4.6 398 1.8 511 
10 MagnaChip IDM 韓国 298 2.4 324 1.5 na 
  小計     11,404 90.8 18,730 86.8 18,054 
  総額     12,581 100.0 21,518 100.0 na 
(資料) Hurtarte, Wolsheimer and Tafoya (2007) p.26, IC Insights, Research Bulletin, May 5, 2008. 
 
－ 15 － 
タードと販売額で 3 位争いを演じるまでに成長した。SMIC はアメリカで教育を受け、TI に勤
務、台湾でファウンドリー事業を経験した Richard Chang 氏が、国際的なベンチャーキャピタ
リストと中国政府などからの出資、多数の台湾のファウンドリー技術者を得て 2000 年に設立
した企業であった。その後 10 年もたたないうちに売上高 13 億ドル余の大企業に成長、生産能
力も 200 万枚を超える水準に達したが、最近は販売減と高投資による負担のため赤字決算が続
いている。このほか中国の有力なファウンドリーとしては、Grace Semiconductor 
Manufacturing Corp、Hua Hong NEC と He Jian などがあり、SMIC とあわせ、「中国のビッ
グ 4」と呼ばれている。なお現在、中国のこれらの企業間では、台湾企業を交え、買収合併の
動きがあり、その推移如何によっては業界の構図が大きく変化することも予想されている。91 
以上の 4 社（前掲、第 3-4 表）を IC Insights は世界のファウンドリーの「ビッグ 4」と名づ
け、彼らが現在、世界のピュアプレイ･ファウンドリーの全生産能力の約 4 分の 3、90 ナノ以
下の生産能力では 99％を独占していると報じた。92 このほか、ピュアプレイ・ファウンドリー
としては韓国の東部亜南半導体（DngbuAnam Semiconductor）や台湾のヴァンガード
（Vanguard）が名を連ね、合計でファウンドリーの売上高全体の 85％を占める（第 3-6 表）。







                                                          
91 中国企業同士では、Hua Hong NEC と Grace の統合、SMIC による Cension や Wuhan Xinx の統合,
さらには台湾の UMC による He Jian への買収提案などがある。Semiconductor International Japan 
Edition, News Center（www.sijapan.com/content/l_news/2009/10/lo86kc000000kyoo.html）2009.10.25
閲覧 
92 IC Insights、Research Bulletin, August 6,2007 
 
第 3-6 表 ファウンドリー販売高 
       （10 億ドル） 
  2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2013 
ピュアプレイ 11.3 16.4 16.5 19.9 20.3 20.6 17.3 34.8 
IDM 2.6 3 3 3.4 3.6 3.8 3.2 6 
計 13.9 19.4 19.5 23.3 23.9 24.4 20.5 40.8 
＊2009 以降は予測 
（資料） IC Insights, Research Bulletin, Oct. 12, 2009 
－ 16 － 









NEC エレクトロニクスは IBM との共同開発に合意した。他方、TSMC は TI、ベルギーの研
究機関 IMEC、日本の富士通さらにはインテルとも協力関係にあり、この 2 つのグループが次
世代以降の最先端半導体開発でしのぎを削っている。93 今後は、売上高で優位に立つピュアプ
レイ・ファウンドリーの IDM に対する価格競争の激化が予想されている。 
台湾を中心とするファウンドリー事業の急成長は、世界のウエハー製造能力における東アジ
アの地位をめざましく上昇させた。まず、ピュアプレイ･ファウンドリーの生産能力はアジア太
平洋地域が 2001 年にほぼ 90%を占めるなど他に隔絶した地位を占めたが、国別の生産能力で
は、台湾がこの地域の 60％、ついで韓国、シンガポールの順であった。94 この結果、世界のウ
エハー製造能力に占めるアジア太平洋地域の割合は 1980年のわずか 4％から 2001年には 38%
へ、別の推計ではやや数値は低くなるが、2000 年から 07 年の間に 29％から 48％まで上昇し









                                                          
93 Business Week, Online，Aug.30, 2007，『日本経済新聞』07 年 8 月 8 日、『日本経済新聞』09 年 9 月 7
日、『東芝ニュースリリース』09 年 6 月 18 日。また、サムスンも 300 ミリウエハー以降の最新鋭設備の建
設と運営のため今後はファウンドリー事業を重視すると声明、注目を集めている。 
94 Leachman and Leachman（2004）pp.208～213 
95 1997年に米のファウンドリーAmkor Technologyは韓国に 3つのウエハー加工工場の建設計画を発表し
た。台湾、シンガポールのファウンドリーとの競争するため、韓国の労働コストと環境規制のゆるさを狙
ったものだった。Mazurek（1999）p.111 
－ 17 － 
第 3-7 表 ピュアプレイ・ファウンドリーの生産能力の地域分布 （％） 
  アジア太平洋 ヨーロッパ 日本 北米 
1995 70 10 14 6 
1998 76 8 6 9 
2001 89 3 2 5 
（資料） Leachman and Leachman （2004） p.212 
 
第 3-8 表 アジア太平洋地域におけるウエハー製造能力の国別分布 （％） 
  台湾 韓国 シンガポール マレーシア その他 
1990 41 42 6 - 11 
1995 38 51 9 0 2 
1998 50 38 11 0 1 
2001 61 25 10 3 2 
（資料） ibid, p.210 
 
第 3-9 世界のウエハー生産能力の地域的分布 （％） 
  アジア太平洋 ヨーロッパ 日本 北米 
1980 4 16 38 42 
1990 12 13 45 30 
1995 20 15 37 29 
1998 31 14 27 29 
2001 38 13 20 29 
（資料） ibid., p.210 
 
第 3-10 表 世界のウエハー生産能力の地域分布 （％） 









2000 34 22 15 71 11 13 3 2 29 
2007 25 16 11 52 18 18 5 7 48 




カーの下請業者から最新鋭の生産技術を誇る ASIC やシステム LSI（SoC）の世界的な製造拠
点へと成長した。96 最近では、生産能力が逼迫する好況末期を中心に、垂直統合型デバイスメー
                                                          
96 システム LSI とは、従来、ロジック IC やメモリー、周辺回路など複数のチップで構成されていたシス
テムを 1 枚のチップ上に実現したもので、システムオンチップ（SoC）とも呼ばれる。長谷川丈一（2005）
158～9 頁。 




に提供しえたことにある。2006～7 年の半導体企業の設備投資ランキング（第 3-11 表）をみ
ると、TSMC は世界の 6 位程度に位置し、UMC もまた 15 位以内にある。これを通じて 1 ファ
ブあたり 3～4 万枚の生産能力を持つ巨大な工場が建設され、世界有数のウエハー生産能力が
獲得された。06 年末では、サムスン、TSMC、インテル、東芝、UMC の 5 社が生産能力から
見た世界のトップ 5 を占め、別の資料によれば、TSMC の 2006 年の生産能力は世界第 3 位、




功につながった。98 この結果、ファウンドリーと巨大な IDM との間に存在した先端プロセス
                                                          




第 3-11 表 半導体企業の設備投資ランキング 
順位 会社名 金額(100 万ドル) 
2007   2006 2007
1 サムスン 6,845 6,740 
2 インテル 5,766 5,500 
3 ハイニックス 4,380 4,535 
4 マイクロン 3,000 3,600 
5 東芝 3,160 2,760 
6 TSMC 2,419 2,700 
7 Nanya 910 2,435 
8 パワーチップ 2,610 2,200 
9 AMD 1,856 2,000 
10 インフィネオン 1,580 1,875 
11 サンディスク 1,100 1,375 
12 ProMOS 950 1,350 
13 エルピーダ 1,245 1,210 
14 ST 1,533 1,200 
15 UMC 1,000 1,100 
＊2007 年は予算額 
（資料） IC Insights, Research Bulletin, June 19, 2007 
－ 19 － 
技術の格差も急速に縮まった。90 年代には微細加工技術において IDM とファウンドリーとの
間には大きな差があり、後者はナノ時代の微細化競争には追随できないとすらみなされた時期
もあった。事実、0.35 ミクロンのプロセス技術を導入した時点は、TSMC は業界平均より 1
年遅れの 95 年、UMC はさらに遅れて 96 年であった（それでも UMC は 90 年の 0.8 ミクロン
の導入では業界の平均より 2 年遅れていたから、差は縮まったのであった）。しかし、90 年代
末になると 0.25 ミクロン技術で両社は業界平均にほぼ追いつき、97 年末から 1998 年末にこ
れを採用した。そして次世代の 0.18 ミクロンの量産では 99 年 3 月と UMC が世界平均より 1
年先行し、TSMC も 2000 年初頭に実現、さらに次世代の 0.13 ミクロンでは TSMC、UMC と
も 2000 年と業界に先んじた。 
ナノ時代にはいると、ファウンドリーは技術革新の最先端に躍り出た。この点では UMC が
先行し、2003 年に 90 ナノ、05 年に 65 ナノの線幅の LSI をそれぞれファウンドリー業界で最
初に生産開始した。TSMC もやや遅れたが、2003 年に 0.11 ミクロンのプロセスを実現、04
年には 90 ナノ、05 年末からは 65 ナノのプロセス技術を用いたウエハーの量産を始めた。そ
の後、06 年には 45 ナノ、09 年半ばには 40 ナノをそれぞれ生産開始し、直近の 09 年半ばで
は、TSMC の生産のうち最小線幅 45 ナノは１％、65 ナノは 28％、90 ナノを適用したのは全
生産の 23％にそれぞれ達した。99 しかも TSMC は次世代の半導体開発においても最先端を走
り、450 ミリウエハーへの移行を唱導する一方、線幅 32 ナノ開発の一翼を担い、さらにごく




中に 300 を越える顧客を抱え、全部で 5,000 種以上の製品を生産しているが、これに対応でき
るよう自社内に多彩な技術と設備を備えた。また、IDM に比べ開発設計、流通販売コストが少




                                                          
99 以上の TSMC（http://www.tsmc.com/japanese/e_investor/e02_annual/e02_annual.htm 09 年 8 月閲
覧）UMC の実態は両者の HP に掲載された資料による。TSMC：HP。なお、GAO（2006）でも、台湾、
中国のファウンドリーとアメリカとの技術格差は 1 世代以下に縮まったとある。 
100『日経産業新聞』2008 年 10 月 6 日 
101 ファウンドリーの研究開発費・同販売額に対する割合はきわめて低い。2007 年には、インテル 58 億ド
ル、販売比 13％、サムスン 43 億ドル、9％であったのに対し、TSMC は 5.46 億ドル、5.6％、UMC も 3
億ドル、9％に過ぎなかった。2008 年第 1 四半期では、IDM が 18％、ファブレス 25％に対し、ピュアプ
レイ・ファウンドリーは 7％であった（IC Insights､Research Bulletin、June 25, 2008） 





























                                                          




104 呉（2005）63 頁。TSMC 資料（http://www.tsmc.com/japanese/c_services/c05_efoundry/c05_efoundry. 
htm）。09.10.8 閲覧 
－ 21 － 
を強化している。TSMC の主要な業務であるシステム LSI（SoC）の場合、その設計には数多
くの機能ブロック（設計資産 IP）を必要とするが、TSMC は標準化された知的資産を持つ専
門の IP ベンダーや設計ツールメーカーと連携、自ら開発した IP を加えて、セルライブラリー
を作り上げ、これをファブレス企業に提供した。後者はそのライブラリーのなかから自らの用
途にあったセルを指定し、速やかに設計活動を進めることができるようになった。いわば TSMC










がらすでに 1980 年代には始まっていた。90 年の Angel の調査によれば、ウエハー加工施設を
持っている半導体企業 48 社は平均するとウエハー全体の約 12％（金額）を下請けから購入し
ていた。107 その主たる目的は、好況期の需要急増による生産能力の逼迫をカバーすることに
あった。IDM のウエハー加工の外部化は 90 年代後半以降本格的に進み、委託先となったファ
ウンドリー側の数字によれば、世界最大の TSMC のこの約 10 年間の売上高の 30～40％は、







                                                          
105 湯之上隆（2009）72 頁。 
106 日本政策投資銀行（2006）41～44 頁。Hurtarte,Wolsheimer and Tafoya（2007）p.20 服部毅「変化
し続ける TSMC のビジネスモデル」Semiconductor International Japan（www.sijapan.com/issue/2007/ 
06/u3eqp300001bltp.html）2009.8.14 この指摘は TSMC のチャン氏による。 
107 このうちアメリカ企業から購入したのは約 3%、主として日韓からなる外国企業からは 9%であった。
Angel（1994）p.142 
108 数字は両社のホームページによる。 


















具体的にファウンドリーへの依存を見ると、第 1 に、すでにふれたように IDM は従来から
需要拡大期の能力不足をカバーするバッファーの役割を彼らに求めてきた。TSMC の売上高に
占める IDM の割合は 2000 年第 4 四半期には 40％のピークにまで上昇し、その後は景気後退














が、稲垣公夫（2001）、第 1～2 章も参照。 
110 Hurtarte,Wolsheimer and Tafoya（2007）p.9 















導体不況に見舞われると収益は低迷し、98 年には大幅な赤字に転落した。このため DRAM 事
業からの撤退が決定され、その設備をマイクロンテクノロジーに売却するのと同時に、ディス











導体販売の 25％を占めた）。生産拠点も整理され、2000 年末に 22（うちウエハーハブは 16）




112 Leachman and Leachman（2004）p.218．このほか、90 年代末には、ヒューレット・パッカード社も
コロラドに予定していたウエハー工場の建設を中止し、先端半導体の製造の多くを東アジアのファウンド
リーや合弁事業へ外部委託した。 
－ 24 － 
あった製造施設は 02 年末には 12（同じく 9）へ、さらに 03 年末には 10（同じく 8）へと急
激に削減された。同時に、ファウンドリーや他企業との戦略的な協力関係の強化がはかられ、




しかし半導体部門の再編はこれにとどまらなかった。2003 年 10 月にモトローラは半導体部
門そのものを分離して、独立の上場会社に分社化することを発表、04 年 4 月にフリースケール





分離など企業再編を原因の一端に、同社の株価（月間）は 03 年 1 月を底に急騰し、04 年 4 月











STMicroelectronics およびとフィリップスと合弁で 300 ミリウエハー、線幅 32nm（ナノ）の
プロセス技術開発が進められていたが、2007 年 1 月には、最先端の 32 ナノプロセス技術につ
                                                          
113 Motorola, Form10-K, 2003, pp.6-7．同社の半導体製品のアウトソーシングは 99 年末で販売の 25％を
占めた。なお、『日本半導体年鑑 2004 年度版』p.173 によると、2001 年だけで 4 工場を閉鎖、前工程と後
工程の計 18 工場を 14 工場に削減、さらに 2001 年末のリストラ策に従って 4 工場の閉鎖を決定、前工程
8 工場、後工程 2 工場の 10 工場体制となっていたとある。 
114 Motorola, Form10-K, 2004, p.31（2005）p.30．このほか、業績のデータは Freescale Semiconductor, 
Form10-K, 2005～9 を参照した。 
115 Business Week Online, April 14, 2008. 
－ 25 － 
いて、IBM とチャータードセミコンダクター、サムスン電子、インフィニオンの共同開発グルー
プに加わることが発表された。116 販売の増加にも助けられ、04 年にはわずかながら最終損益
も黒字に転じ、06 年まで 3 年連続の黒字を達成、主力の車載用半導体や通信プロセッサーで業
界第 1 位、マイクロコントローラや DSP では第 2 位など有力な地位を占め、売上高でも世界
10 位以内を維持した。 
フリースケール半導体の業績の好転にひかれ、米ブラックストーン率いる投資ファンド 4 社





う高めた。そこで同社もまた、08 年 10 月には事業再編計画を発表、自らが世界的な優位を持
つ自動車およびネットワーク機器向け事業など自社の得意とする分野に集中し、反面、優位を
獲得するには巨額の投資を要する携帯電話向けの半導体事業からの撤退を決定、その分離、売
却や他社との合弁について検討することを表明した。さらに 09 年 4 月には、コスト削減や損
益分岐点の引き下げのため、150 ミリウエハーの旧式製造設備を利用しているわが国の仙台工
場を含む 2 つの製造拠点の閉鎖を発表した。118 これによって、フリースケールのウエハー工場
はアメリカ国内の 3 箇所へと半減することになった。119 同社は 2008 年の世界半導体売上高で




2008 年に世界の半導体売上高で第 3 ないし 4 位（米メーカーとしてはインテルに次いで第 2
位）の座にあったテキサス・インスツルメンツ社（TI）もまた、ファウンドリーへの依存を急
速に高めつつある。モトローラ同様、TI も 98 年に半導体メモリ （ーDRAM）事業から撤退し、
一連の企業買収と売却を通じて防衛部門やパソコン事業などを整理、DSP（デジタル・シグナ
                                                          
116 このほか、ドイツの Infineon Technologies との合弁会社、ドレスデンの Semiconductor300 で 300 ミ
リウエハーラインを稼動させ、2000 年末を目途に東芝との合弁会社東北セミコンダクターを完全子会社化
する計画であった。『日本半導体年鑑 2001 年度版』127 頁 
117 全セクターで見ても 1988 年のタバコ食品大手 RJR ナビスコ（250 億ドル）、06 年夏の病院チェーン
HCA（210 億ドル）に次いで 3 番目の規模であるという。『日経産業新聞』06 年 9 月 16 日、11 月 6 日 
118 いまひとつのフランスのトゥールーズ工場では労働組合と閉鎖交渉が始まっているが、同じく 150 ミリ
設備を使っているスコットランド工場は 09 年 9 月に閉鎖されることが決まっている。 
119 Freescale Semiconductor, News Releas,2008.10.7,2009.4.23．『日経産業新聞』2008 年 10 月 16 日 
120 Business Week, Online, April 14, 2008. 
－ 26 － 
ル・プロセッサー）と多種類のアナログ半導体（アナログ信号の処理用 IC）の開発・製造への
特化に向かって経営の進路を大きく転換させた。DSP は TI が世界で最初に商業化に成功した
ため、その優位は大きく、現在でも世界市場の 40%以上を占めている。121 またアナログ製品は、





















程の強化は TI の目標として維持する方針を明言している。124 
                                                          
121 DSP（Digital Signal Processor）とはアナログ信号をデジタルに変換し、デジタル演算処理によって
各種のデータ変換を行う IC を指す。DSP 市場は通信関連・民生関連分野でのデジタル機器の普及により
急成長している。携帯電話、モデムなどの通信機器、HDD などのモーター制御、デジカメなどの音声・画
像処理用に搭載されている。世界シェアの 48%を TI が握っている。ついで、ルーセント、モトローラの
順である。『日本半導体年鑑 2001 年度版』127、135 頁、通産省機械情報産業局監修日本電子計算機株式
会社編著『JECC コンピュータノート 1999 年版』219 頁。 
122 TI、Form10-K, 2008 による。 
123 以上は、八井田收（2005）355-356、TI, Form10-K, 2006, pp.5～6 および 2007, pp.2～7、TI White 
Paper、Manufacturing and Technology Development at Texas Instruments, March 2007 などによる。 
124 2009 年 2 月には、アナログ製品を強化するため、高性能電源 IC の開発に特化したファブレス企業であ
る CICLON Semiconductor を買収している。TI, News/ Corporate Headline 





ウンドリーは TI のウエハー需要の 25%を充たしていたが、先端デジタル製品の場合には、そ


















大手半導体メーカーも 32 ナノ以降のデジタル回路による CMOS に関しては、自社での製造技
術の開発を中止し、共同開発に切り替えるのが通例となっている。TI はすでに線幅 45 ナノの
工程技術を独自で完成させていたが、これをファウンドリーの技術と統合し、後者での量産を
可能にする一方、次世代の 32 ナノ以降の製造技術については、台湾の TSMC および UMC と
の共同開発に踏み切り、自社開発を中止する方針を発表したのである。 
こうして今後は、製造技術の開発を含め、デジタル製品についてはファウンドリーの能力を
                                                          
125 減価償却費が売上高に占める割合は 2001 年の 21％をピークに 2006 年には 7％まで低下したが、税引
き後の投下資本利益率はこの間にマイナス 3％からプラス 22％へと急激に上昇した。 
126 服部毅「変化し続ける TSMC のビジネス・モデル」Semiconductor International Japan, 2007 年 6 月
号（http://www.sijapan.com/）2009 年 8 月 17 日 
－ 28 － 
利用し、これによって浮いた資金と人材をアナログ半導体の開発製造や高付加価値の携帯電話
用半導体の回路設計、ソフトウエア開発に振り向ける戦略が選ばれた。127 テンプルトン社長兼





ⅲ．アドバンスト・マイクロ・デバイス（Advanced Micro Devices,Inc.：AMD） 
2008 年の半導体売上高世界第 12～13 位（米メーカーとしては TI に次いで第 3 位）である






AMD は、長らくインテル互換の MPU メーカーとして成長をとげたため、「万年 2 位」の地




削減などリストラに追い込まれたほどだった。さらに 06 年 10 月には、カナダの画像処理チッ
プ大手メーカー、ATI テクノロジー社を現金（43 億ドル）と AMD の普通株 5800 万株の合計
54 億ドルで買収した。これによって AMD は MPU 単品の販売から脱出すると同時に、自社の
MPU 技術と ATI のもつ画像処理、デジタル家電技術を統合した新製品を開発する戦略を整え、
インテルと同じ土俵に立つ準備が出来上がったとまで評価された。130 
他方、AMD は自社生産能力を積極的に増強した。MPU の主要な生産拠点として、97 年か
らドイツ（ザクセン州ドレスデン）に工場建設を始め、2000 年にはその「Fab.30」が 200 ミ
リウエハーを用いて量産を開始した。さらに 03 年秋には 25 億ドルの巨費を投じて、ヨーロッ
                                                          
127 TI, Form10-K, 2007、TI White Paper、Manufacturing and Technology Development at Texas 
Instruments, March 2007，『日経産業新聞』2007 年 2 月 19 日および 8 月 7 日 
128『日経産業新聞』2006 年 3 月 31 日 
129 以下は、主として AMD, Form10-K, 2007（http://www.amd.com/us-en/Corporate/InvestorRelations/ 
0,,51_306_5147,00.html?redir=ar0009）2008 年 7 月閲覧による。 
130『日経産業新聞』2006 年 7 月 26 日 
－ 29 － 
パで最初の 300 ミリ線幅 65 ナノの MPU 用ウエハー工場（「Fab.36」）の建設も始まり、06 年
3 月には操業を開始した。さらに既存の Fab30 も、最新鋭工場への転換工事中である。以上の
設備と生産技術の強化を通じて、AMD は 07 年内に 65 ナノプロセス技術への全面移行を果た
し、08 年前半には同社としてははじめて 45 ナノ技術を用いた MPU の生産を開始、MPU 市
場におけるシェアを現在の 20 から 2008 年に 30%へ引き上げる目標を立てた。131 加えて、06






部の製造を委託した（06 年 7 月から正式出荷）。また、高性能のグラフィックス、チップセッ
ト、消費者用プロセッサーなどの製品については TSMC から供給を受けた。さらに、次世代以
降の MPU の製造技術の開発では他社との協力を拡大し、02 年末に IBM と将来の高性能 MPU




リー）の製造販売で有力な地位を占めていたが、133 2003 年 7 月には、90 年代から提携してい
た富士通との事業を統合して合弁会社 FASL LLC をアメリカに設立した（AMD60％出資）。そ
して翌 04 年 9 月には社名を製品のブランド名であるスパンション Spansion に改称、携帯電話
やデジタル家電の動作制御ソフトの格納などに用いられる NOR 型メモリーのトップメーカー
としてシェア約 40%を誇った。しかし、この市場では、より大容量の NAND 型メモリーが急
速に普及したため、NOR 型に特化したスパンションの業績は芳しくなく、長期にわたる業績
不振に見舞われた。そこで AMD は本体の財務改善を図り、経営資源を MPU に集中するため、
05 年末には分社化してこれを切り離しナスダックに上場した。スパンションは主力の会津若松
工場に 07 年 9 月に世界最初の 300nm ウエハ （ー65 ナノ）の NOR 型フラッシュメモリー製造
施設を完成、微細化と大容量化、価格低下を図ったが、業績はその後も好転せず、世界的な半
導体不況の到来ともあいまって、09 年 3 月にはついに連邦破産法 11 条の適用申請にまで追い
                                                          
131『日経産業新聞』2005 年 10 月 18 日 
132『AMD プレスリリース』、2007 年 7 月 26 日 
133 2001 年の同社の販売額に占めるフラッシュメモリーの割合は 30%弱に低下、逆に、MPU は 60%強へ
と上昇していた（2002 年『半導体データブック』、353 頁）であった。 
－ 30 － 
込まれた。 
半導体不況に加え、最近では、インテルの反攻激化により、AMD の業績も悪化した（2006
年第 4 四半期から 09 年第 2 四半期まで 11 四半期連続赤字）。07 年に発表される予定だった、
巻き返しの契機と期待された新型「オプテロン」の本格的出荷も「技術上の問題）から延期さ
れた。07 年 11 月半ばにはアラブ首長国連邦（UAE）アブダビ系の投資会社（ムバダラ・デベ
ロップメント Mubadala Development Company）から 6 億 2200 万ドルの出資を受けること
を発表した。経営の先行きに不透明感が高まり、株価は 06 年初めの 40 ドル超から 07 年 12
月中旬には 10 ドル以下へと暴落した。134 
MPU へ資源を集中させ、経営再建をはかる目的で、AMD はリストラを本格化させた。まず、
08 年夏には家電メーカーに販売するデジタルテレビ用画像処理半導体事業を約 1 億 5000 万ド





る”Asset Smart”戦略を実行した。これによって AMD は新会社（09 年 3 月設立のグローバル
ファウンドリーズ The GLOBALFAUNDRY）の株式（34.2%相当）を取得する一方、AITC は
新会社の株式購入に 14 億ドル（65.8%相当）、AMD に新会社の増資株の購入資金として 7 億
ドルを支出するほか、今後 5 年間に独ドレスデン工場の拡張および、すでに承認済みのニュー
ヨーク州サラトガ郡の新工場の建設のため、36～60 億ドルの追加的な資金拠出を約束した。さ
らに、ムバダラ社は AMD に追加出資するほか、新会社も AMD の 11 億ドルの債務を引き受け
ることに合意した。 





される計画であり、現在、世界の MPU 市場におけるシェア 17～18%（日本では 12～13％）
                                                          
134『日本経済新聞』2007 年 12 月 15 日夕刊 
135『日本経済新聞』2008 年 8 月 27 日 
136 以下については、AMD 社のホームページ（http://web.amd.com/newglobalfoundry/）2008 年 11 月 8
日閲覧をはじめ、『日経産業新聞』08 年 10 月 9 日、10 月 17 日などを参照。新会社の CEO には AMD の
製造担当上級副社長であったダグラス・グロース氏が就任した。 
－ 31 － 





最先端技術を他社より速やかに取り入れる戦略を掲げている。計画では、2010 年に 32 ナノ、
11 年には 28 ナノ製品の量産を開始する予定である。また、09 年 7 月には、ニューヨーク州政
府からの 12 億ドルのインセンティブを得て、同州サラトガ郡に総投資 42 億ドルで世界最先端
の生産技術（22 ナノの量産設備）をもった新工場（1400 人の雇用）の建設を開始した。将来
は UAE にもウエハー設備を建設する計画が取りざたされている。当面、グローバルファウン
ドリーズは AMD の MPU、グラフィックスチップの製造にほぼ依存するが、将来はアメリカ、
ドイツなどグローバルな供給体制を生かして新たな顧客を獲得、さらにチャータードの統合に
より IBM の技術アライアンスの中で最大のファウンドリーとなることから他社からの製造を











インテル社は、よく知られているように、1980 年代半ば以降、パソコン向け MPU 事業への
                                                          
137 08 年 7～9 月期には画像処理チップの売り上げが 40%増え、MPU 需要も堅調であったなど、売上高の
増加により純損失は縮小、最終損益は赤字だが、営業損益は黒字化したと報じられている。AMD のプレス
リリースを参照。 
138『日経産業新聞』09 年 4 月 23 日 
139 インテルはチップセットやネットワーキング、通信製品用のウエハーの製造にはファウンドリー、組立
・検査工程についても下請企業を利用していることを明言している。さらに需要の拡大が著しいフラッシ





－ 32 － 
集中をはかって再生を果たし、現在ではこの市場でほぼ 80%の世界シェアを誇っている（2009
年第 2 四半期）。研究開発および設備投資を強気で継続し、MPU の新製品を継続的に開発する
一方、最新鋭のプロセス技術を備えた巨大工場を建設することはインテルの変わらぬ伝統で
あった。同社の設備投資はすでに 1990年代後半には年平均 40億ドルを越え、当時の世界のチッ
プメーカーの平均投資額の 3 倍以上にも達していた。21 世紀に入っても高投資水準は維持され、
この数年間は約 50億ドルと世界最大のDRAM垂直統合メーカーである韓国のサムスンには後






とられている。工場立地は世界 30 カ国以上に及び、前工程は国内 5 箇所（アリゾナ、カリフォ
ルニア、マサチューセッツ、ニューメキシコ、オレゴン）と海外 2 カ国（イスラエルとアイル
ランド）に立地している。イスラエルに前工程の工場が建設されたのは 1985 年と 99 年、アイ





大が続いた。1997 年と 2001、04 年には中国の上海と成都に新工場が建設され、07 年には 4
番目の工場が稼動予定なのに加え、06 年 2 月にはベトナム南部のホーチミン市にも工場新設が
決定された（投資総額 3 億ドルの予定）。しかも、11 月にはさらに 7 億ドルの追加投資により、
同工場の約 3 倍の増床が発表された。09 年の製造開始予定だが、インテルの後工程工場では最
大級の床面積を持つ計画である。142  
前工程では、新たなプロセス技術の開発導入より、ウエハーの大口径化と線幅の縮小が他社
                                                          
140 バーゲルマン（2006）303～304、473～475 頁、IC Insights, Research Bulletin, June19, 2007、June25, 
2008. 
141 Intel, Form10-K, 2008.（http://www.intc.com/financials.cfm）2009 年 7 月閲覧。Mazurek（1999）
p.108 によると、シリコンバレーの工場は概して、最新鋭生産技術の実験工場としての性格を強めており、
インテルのサンタクララ工場ならびにオレゴン工場も同様とされている。しかし全体としてみれば、アメ
リカ国内の製造施設は量産工場としてなお重要であり、同社の製造関連労働力の 3 分の 2 は米国に所在、
東アジア合計では 20％に過ぎなかった。 
142『インテル社プレスリリース』（http://www.intel.co.jp/jp/intel/pr/press.htm）2006 年 2 月 28 日および
11 月 8 日 
－ 33 － 
に先駆けて急速に進んでいる。インテルは MPU の新たなアーキテクチャと次世代のプロセス
技術を毎年交互に刷新する「チックタック戦略」を掲げ、143 実際にそれを実現してきた。最近
の事象だけを追うと、2003 年末には線幅 65 ナノのプロセス技術が完成し、05 年 11 月にはア
リゾナ州チャンドラー工場でこれを用いた Intel Pentium D プロセッサーの量産が開始された。
06 年末までには大半の MPU がこの技術を用いて製造されるに至った。さらに、次世代の線幅
45 ナノのプロセス技術を用いたプロセッサーのデモンストレーションが 06 年 1 月に行われ、
65 ナノの量産開始からちょうど 2 年後の 07 年 10 月に Intel Core 2 Quad プロセッサーの量
産がアリゾナ（ファブ 23）で始まり、イスラエル（Qiryat Gat のファブ 28）、ニューメキシコ
（Rio Rancho のファブ 11X）へと順次広がった。このため、アリゾナ州の既存工場の敷地内に、
30 億ドルの投資で世界初の線幅 45 ナノの新工場が建設されるなど、ファブの新設・改修が相
次ぎ、オレゴンを除く上の 3 工場の投資総額は 80 億に達するとみなされた。144 この結果 08
年末には、MPU 生産の大部分は 300 ミリ 45 ナノの製造技術を採用するに至った。 
しかし休む間もなくインテルは、09 年中には次世代の 32 ナノ技術を用いた PC 向け MPU
（開発コード名：Westmere）の量産を開始する予定と発表した。AMD に対する優位をさらに
強固にするため新世代 MPU の量産を急ぎ、09 年 2 月中旬には、オレゴン、アリゾナ、ニュー
メキシコの各州にある既存 4 工場の設備の更新に、10 年までに総額 70 億ドルを投ずる計画を公
表した。これまた新規製造プロセスへの投資額としてはインテル史上最大級のものであった。145







                                                          
143『インテル社プレスリリース』2007 年 9 月 19 日。 
144 なお、このほか国内ではフラッシュメモリーの生産能力不足に対して、ロックウエルの 2 工場の買収や
オレゴン州のロジック生産ラインの転用、アリゾナ州チャンドラー工場のライン増設などをはかった。ま
た、DSP の強化のため DSP コミュニケーションズを買収したほか、イギリスのケンブリッジ・シリコン
・ラジオ（CSR）にも資本参加、アナログデバイスと新アーキテクチャの共同開発で合意している。『日本
経済新聞』2007 年 2 月 27 日、『日経産業新聞』2007 年 2 月 28 日 
145『インテル社プレスリリース』2009 年 2 月 10 日、『日経産業新聞』09 年 2 月 13 日 




接な相互調整が要され、従って IDM モデルが一般的となる。これに対して ASIC の設計に当たってはロジ


































148 Intel, Form 10-K,（2006），UNCTAD（2002）p.126 
149 Harvard Business Review, Sep-Oct. 1991, 140-161 
150 これは汎用メモリーでもほぼ同様であり、2001 年頃の DRAM の平均価格は統合企業の方がファウンド
リーを下回ったと推定されている。以下、Leachman and Leachman（2004）p.219 による。 












ウンドリーの TSCM など十未満に限られるとの推測も公にされている。インテルは MPU 市場
における独占的な地位を通じて価格を支配し、巨額の販売ともあいまって巨大な利益を獲得、
建設コストを回収したばかりか新投資資金を蓄積した。巨額の設備投資を続けたにもかかわら
ず、2004 年度で 80％と TMSC などと並ぶ業界最高水準の高い自己資本比率を維持し、大型投
資を行いうる優れた財務状況を誇っているのである。151 
しかし、そのインテルも、09 年 3 月には低価格のパソコンなどに使われる小型、省電力の
MPU「アトム」の開発・生産で TSMC と提携するという重要な発表を行った。インテルが「ア











                                                          
151 日本政策投資銀行（2006）54 頁 
152『インテルプレスリリース』09 年 3 月 3 日、『日経産業新聞』09 年 3 月 3 日～4 日 





その度合は製品の種類によって強弱の差があり、MPU や DRAM（韓国企業）では IDM モデ
ルが堅持される一方、ASIC やプロセッサーの一部では分離モデルが支配的になりつつある。
しかもこの分離モデルを軸とした半導体産業のグローバル展開は、近年の深刻な不況に端を発
する経営破綻や事業再編成のなかで、世界的にますます拡大している。153 インテルは 09 年初
頭の世界的な工場合理化計画の発表と同時に、154 「アトム」の TSMC への生産委託を発表し
た。また、AMD も製造部門を自立化させた。さらに、世界のなかで垂直統合の度合いの高い











                                                          
153 価格低下のとりわけ著しかった DRAM 分野では、09 年 1 月に世界第 5 位の DRAM メーカー（2008
年のシェア 10％）、ドイツのキマンダ（インフィニオン･テクノロジーズの子会社）が破綻し、翌 2～3 月
には、米 AMD とわが国の富士通の合弁企業である NOR 型フラッシュメモリー大手のスパンションが日
本法人スパンション・ジャパンともども経営破綻した。また、わが国唯一のメモリー専業メーカーであり、
DRAM 大手（2008 年世界 3 位、シェア 15％）のエルピーダも業績不振と事業再構築のため、経済産業省
の認定を受け、主要取引銀行の協調融資などを獲得して、経営の再構築をはかるに至っている。 
154 オレゴンの老朽化した 200 ミリウエハー設備の廃棄に加え、カリフォルニア本社に構える工場でも半導
体製造から撤退する。組立・検査では、フィリピン、マレーシアなどの 3 工場が閉鎖され、他拠点への人
員の移転などを経て、最終的には 5000 人の労働者が削減されることになるという。また、2 月はじめには
上海の半導体組立工場を閉鎖し、成都工場の稼働率引き上げのため、これに統合すると発表した。しかし、
中国ビジネス全体に変化はないとして、インテル中国には 1.1億ドルの追加出資を発表したほどだった。『イ
ンテル社プレスリリース』2009 年 1 月 22 日、3 月 3 日、『日経産業新聞』09 年 1 月 22 日～23 日、2 月 6
日 
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て設備投資と資金調達のリスク、工場運営などの負担を回避し、自らの最大の弱点であったコ
ストや品質などの問題を「解決」する一方、競争上の優位があり、高価格で高利潤をあげうる
ASICS や MPU などの開発と設計に人材と資金を重点的に振り向けることが可能となった。こ




アメリカが現在でもなお世界の 2 割の生産能力と工場数の 3 割（12 インチウエハー工場ではそれ
ぞれ 32％、14％：2006 年 10 月現在）を誇る有数の半導体生産国であることも間違いない。157 こ
れは 2000 年代半ばの貿易統計からもうかがえる。 
アメリカの半導体輸出は 90 年代にめざましく増加した後、2000 年以降も輸入を上回り、貿
















                                                          
156 Langlois and Steinmueller（1999）pp.50-51 
157 湯之上隆（2009）81-84 頁。世界のウエハー生産能力に占めるアメリカの地位は 2007 年には日本はも
とより、台湾、韓国を下回ったとの推計もある（前掲、第 3-10 表）。湯之上（2009）84 頁の世界の半導
体企業の生産能力ランキング（2006 年 10 月現在）でも、10 位以内に入った米企業はインテルとメモリー
専業のマイクロンの 2 社にとどまった。 
158 以上の半導体貿易については、Canavan and Johonson（2002）pp.30～38 を参照。貿易黒字について
は品目別分類の問題とする見解もある。すなわち、米企業はアメリカから「半導体･関連部品」に含まれる





年代から 80 年代に第 1 段階の組立の海外シフト、1980 年代～2000 年代には第 2 段階のウエ
ハー製造の海外シフトを経て、2000 年代から 2005 年には設計の一部のアジアへのシフトとい



















（本稿は、平成 20 年度専修大学長期国内研究による成果の一部である） 
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